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第７回　検数労連２０冬季一時金交渉１４：００～１４：３０


全ての地域から批准・一任を受け妥結を表明。


支給日１２月１０日（木）を確認





《各地域から２０冬季一時金に対する意見》





　前回の交渉で、組合は２０冬季一時金の収拾に向けた機関討議に入る旨を表明。その後、各地域に対し、今冬季一時金闘争全般にかかわる意見を求めました。


　その結果、様々な意見が上がるものの全ての地域から批准または一任を受け、１２月３日（木）開催された第７回２０冬季一時金交渉で両協会に対し妥結の態度表明を行いました。





【態度表明】


①冬季一時金全般については、現到達をもって妥結する。














































































































【評価点】


（日検協会）


①　昨冬比減額も一定のセーフティーネットが掛けられた。


②　組合要求に基づく都市手当の回答。


③　α回答の圧縮。


④　有額回答指定日の回答提示。





（全日検）


①　乗率部分の昨冬比０．０１１ヶ月増額。


②　特別評価の全体配分。








【不満点】


（日検協会）


①　業績加算を維持させたまま乗率２．０ヶ月を減額させたこと。


②　業績加算の４ランクによる格差回答。


③　コロナ禍の中、人員不足の職場で奮闘している組合員に報いる回答になっていない。


④　厳しい状況での支部間格差回答。





（全日検）


①　一律部分の昨冬比大幅減少。


②　収支に貢献している契約雇員、準職員の低額回答。


③　昨冬比を大きく下回る回答。


④　一律の６段階格差回答。








【組合への今後課題】


①　乗率２．０ヶ月へのこだわりを持った交渉を。


②　交渉の強化と修正を引き出すための粘り強い交渉を。


③　α回答の原資を算式本体に組み入れさせること。


④　中闘見解発表後の意見集約期間が短いことから、最低でも３日は保障してほしい。


⑤　エッセンシャルワーカーとして、経営者に対して強調する前に関係する省庁等に主張していくことが求められる。港湾産別運動として取り組むべき。


以上
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②今冬季一時金交渉は新型コロナウイルス感染症が全国拡大しつつある中で交渉を進めてきた。組合は１１月４日の要求提出以降、１１月３０日の機関手続き表明までの間、コロナ禍の中で感染リスクを抱えな


がらエッセンシャルワーカーとして業務に従事する職場の努力や切実な思いなどを交渉の中で繰り返し主張してきた。同時に厳しい情勢の中にあっても日常生活の積み重ねである『仕事と収入の確保』運動への一定の成果に応えるべく回答構築を求てきた。


③回答については、両協会と



































もにコロナ禍の影響を受けて主要取扱貨物の激減などによる事業収益を色濃く反映させた利益重視の回答額となり、職場の努力や期待とは裏腹の回答額となった。





④回答算式については、全日検の家族手当、地域年齢手当、都市加算、日検協会の一律が回答算式に入っておらず不満を残す結果となった。また、組合要求にないα回答（調整・業績）についても、取扱


いを含めて課題を残した。一方、全日検の特別評価の全体配分と乗率の上積み、日検協
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会の都市調整加算の満額回答については一定評価できる部分となった。


　


⑤一時金は月例賃金の後払い的性格、安定した生活を送る上での生活給でもあり、収益変動による減額は生活を不安にさせるものである。更に、α部分の地域間格差回答はコロナ禍の中、職場で奮闘している組合員のモチベーションダウンに連動し、人材流出などを招く恐れがある。


両協会に対しては、職場の切実な思いを真正面から受け止めるよう強く求める。






























































各地域闘争員会の皆様。


２０冬季一時金闘争お疲れ様でした。次は２１春闘！全国団結でがんばろう。








　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


